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企業の 資 本 構 成 是 正 に 資 するための

配 当課税の改正等についての要望

謹取審・昭 37.11. 28 

証券取弓 は，大る 9)]から あり方

についこ検討して：rたぶ， ll J] 28日，東京丸の内の銀行クラノ＇で今介を

開いて，企業の資本構成是正に資するための配当課税の改正等について

の要望をとりまとめたので，これを田中大蔵大臣並びに税制晶査公中山

会長｝’ー提出し， I阻年度から実励ずる）、うり皇く要］叩した 9)

要叩0)内零1ま，（1・）企素0)支払岨当と対ナる課悦についてほ，利子と均

等に扱い，配：りも全額損金算入にすることが望ましいが，ただちしこ，こ

れを行なうのが困雖でめる場臼には順進的に配当軽課晶置を晶じる必要

があるこゞと，②しかし，すで紅企業と個人の配叫空除には二 I且課税0)部

分が残っているため，企業側の配当腎課を准めても，受取り側の配当控

除は引下げず，掴え置くべきであること，③利子と配当を比べると，現

状では，な れ←□［いるが， I見j年度税判改止で利［分分置晶税

，出当についても，高額所得者を除き，源泉分離

ないし源泉選択の方式を採用すべきであるなどを骨子としている。

証券取引審議会がまとめた要望書の全文は，次のとおりである。

企業の資本構成是正に資するための

配当課税の改正等についての要望

わが国企業の資本構成をみると，海外諸国に比べ，借入金依存度が極

めて高く，そのため資本構成は年々悪化している状況である。企業が景

気変動｝こ対する抵抗力を強化し；貿易及び為替の自由化に対処して，国
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際競争力を高めるためには，増資を行なって

よっCJ]主的鍔，｝］が確立↑ることか兄）1とも以咬である（）このこどい，

わが国経済の長期にわたる安定した成長発展をはかるための禁礎的な条

件の・土9-)である勺

このような事情にかえりみ，当審議会は，昭和35年6月22日付で，

贋｝望f(/)促進について」大了覧大臣に各1|lを行たい，その中℃，

式資本の允実に負寸るた1，ー：），配当に対する現知県税方式を改め，企采の

支払配当は，全額これを損金に鍔入するとともに，利子と配当との腔税

上の枡衡化はかるlこめの対叶闊在講ずるよう提案―llこ。

その後，昭和36年度における税掴改正により，配当に対する法人税率

の軽減j翡『';'が実加心れたが，その後i，ァ詞いても企,,'•この資水机成の悲｛l＿ム(/)

傾向ほ，なお改まらない状況であるので，—‘腎栢議会は，昭和36年 l0月20
日， 、さの答申の山ド旨を1り｛i)i晶するとともに， 1ど」，これ，化史麓に移＿］一

よう要望した。しかるに，その後もなお企業の資本構成は改善の兆

示していたい状況V口あるので，門審議会は，この際，更に税制上の骨四

を推巡ずんことにより，ー『豆増資0)促進をはかることが必渓である

考え，あらためて，さぎの答申及び要望の趣旨を再確認するととも

つぎ0‘ー），着帖置が11じぶ実旅されるよう没叩ずる。

l. 配当に対する現行の税閲を改め，支払配当金の全額を損金に算入す

ること，ー）もし，＇ーれを一叩こ実腕 1移すことが1本］闘であって応，少＜

とも経過惜置として配当に対する法人税率を一段と軽減するこ

た，配当控除字について1]：，現在在1ー：；低

する(/)て，こ仇を排除するよう措丘すること。

2. 配当と利子の課税上の権衡については特に考慮を払い，かりに利子

について現行の森税方式化仔続する」恥］合には， 1刈じ当についても，

＇所得者を除き，源泉分離ないし源泉選択の方式を採用すること。


